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第１ 地震観測記録元データ（デジタルデータ）の開示・検証の重要性のまとめ 

１ 東海第二原発において多数の地震動が観測されている事実 

⑴ １９９５年に発生した兵庫県南部地震以降、日本国内の各地に地震動観測装置

が設置され、多様な機関による地震動観測が開始された。一審被告を含む各電力

会社においても、原発敷地内における地震動観測が実施されている。 

⑵ 一審被告の東海第二原発においても、地表及び地中に地震計が設置され、現在

に至るまで継続的な観測が行われている（【図１右側】）。観測された地震動デー

タは、観測日時、震央位置（緯度、経度）、震源深さ、マグニチュード、方位角、

震央距離、見かけの入射角といった項目ごとに詳細にリスト化されている（【図

１左側】）。 

⑶ 日本国内には約２０か所の原発サイトが存在するが、その大半においては、上

記のような多数の地震観測記録は得られていない。したがって、本件東海第二原

発は、国内でも特筆して豊富な地震観測記録が蓄積されている原発サイトである

といえる。 

２ 東海第二原発の基準地震動が地震観測記録を踏まえて策定されている事実 

⑴ 一審被告が収集した地震観測記録は、断層モデル手法（地震動シミュレーショ

ン）の一つである「経験的グリーン関数法」において直接用いられている。 
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  経験的グリーン関数法とは、強震動予測地点において、想定される大地震と同

一の震源域で発生した小地震の強震記録（観測波形）が得られている場合に、想

定大地震の断層破壊過程を考慮し、当該小地震の観測波形をグリーン関数とみな

して多数重ね合わせることにより、想定大地震の時刻歴波形を算定する手法であ

る（【図２】）。 

⑵ 同手法における「強震動予測地点」とは強震動予測の対象地点を指し、本件に

おいては東海第二原発の敷地自体を意味する（【図３】）。 

  一般に、敷地に重大な影響を及ぼす想定大地震そのものの観測記録は得られて

いない。そこで同手法は、同一震源域で発生した「小地震」の強震記録（観測波

形）が存在する場合に（【図３】緑色枠内）、これを多数重ね合わせることで、想

定大地震の時刻歴波形を理論的に算出するアプローチを採用している（【図３】

左下）。 

⑶ 現に一審被告も、たとえば海洋プレート間地震の評価に際し、２つの小地震に

よる強震記録（観測波形）を要素地震として現に用いている（【図４】）。 

⑷ 以上の通り、敷地で観測された地震記録は、基準地震動の策定に直接用いられ

ている。そして、これら複数の小地震記録を適切に合成（重ね合わせ）するため

には、波形そのものを解析可能な状態にした「デジタルデータ（元データ）」の

存在が技術的に不可欠である。 

⑸ しかるに、一審被告は当該地震観測記録のデジタルデータを原子力規制委員会

に提出しておらず、同委員会による実質的な確認・検証は行われていない。当然

ながら、当該デジタルデータが開示されない以上、一審原告ら訴訟当事者による

客観的な再検証も完全に不可能な状態に置かれている。 

３ 地震観測記録が地下構造の検討（地盤モデルの設定）にも用いられている事

実 

 一審被告が収集した地震観測記録は、前述の基準地震動の策定のみならず、敷地

の地下構造の検討（地盤モデルの設定）においても基礎データとして直接用いられ
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ている。【図５】の左図は一審被告が提示した地盤モデルの策定フローであり、右

図はその結果として設定された地盤モデルの一つを示している。 

 同図の策定フロー（左図）によれば、一審被告は地震観測記録を根拠として「地

下構造を水平成層構造とみなせる」と判断し、また「一部の解析ケースにおいて顕

著に表れる後続波が地震観測記録に含まれている」旨の分析を行っている。一審被

告によるこうした分析プロセスや、導き出された地盤モデルの妥当性を客観的に検

証するためには、判断の前提となった地震観測記録のデジタルデータ（元データ）

を直接確認することが不可欠である。 

 しかしながら、本件においても一審被告は地震観測記録のデジタルデータを原子

力規制委員会に提出しておらず、同委員会は元データに遡及した実質的な確認・検

証を一切行っていない。デジタルデータが秘匿されたままでは、一審原告らも一審

被告が主張する地下構造モデルの合理性を検証することは到底不可能である。 

４ 地震動のデジタルデータを開示することが極めて容易である事実 

 地震動デジタルデータの開示が技術的かつ実務的にいかに容易であるかについて、

データの一例をもって示す。 

 【図６】は、防災科学技術研究所のウェブサイトにて解説されている、地震動デ

ジタルデータのフォーマットである。同図の中段以降に羅列されている４桁の数値

群が、まさに地震動のデジタルデータ（元データ）そのものである。 

 今日において、地震動観測は多様な機関によって実施されているが、そのデータ

は地震発生と同時にデジタル形式で自動記録されるものであり、公的機関が取得し

たデータにあっては速やかに一般公開されている。 

 一審被告も当然に、このような形式でデジタルデータ（元データ）を記録し、自

ら保管している。したがって、一審被告は既存のデータファイルをそのまま提出・

開示するだけで足り、これを開示することに格段の手間や時間、過大な費用を要す

るなどの実務的な支障は一切存在しない。 

５ 一審被告による地下構造の検討（地盤モデルの設定）に誤りがあることの具
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体的疑い 

⑴ 地震動を決定づける三要素 

  一般に、観測される地震動は以下の三要素によって決定されるとされている

（【図７】。一審被告も同図右側にて同様の説明を行っており、当事者間に争いは

ない）。 

• 震源断層の破壊過程の影響（震源特性） 

• 震源から地震基盤に至る伝播経路の影響（伝播経路特性） 

• 地震基盤から地表に至る堆積層の影響（地震増幅特性、サイト増幅特性） 

⑵ 東海第二原発と常陸那珂－Ｕ観測点の近接性に基づく前提 

  港湾地域強震観測の「常陸那珂－Ｕ」観測点と東海第二原発敷地は、平面距離

にして約６ｋｍしか離れていない（【図８】）。 

  したがって、震源が十分に離れた同一の地震においては、両地点における上記

「震源特性」及び「伝播経路特性」は同一とみなすことができる。すなわち、両

地点において観測される同一地震の地震動の違いがある場合、それは、専ら「地

震基盤から地表に至る堆積層の影響（サイト増幅特性）」のみに起因することに

なる。 

  換言すれば、震源が十分に離れた同一の地震においては、「震源特性」及び

「伝播経路特性」が同一とみなせる東海第二原発敷地と常陸那珂－Ｕ観測点では、

「サイト増幅特性が近似していれば地震観測記録も近似し、サイト増幅特性が

異なれば地震観測記録も大きく異なる結果となる」という相関関係がある。 

⑶ 常陸那珂－Ｕ観測点の経験的サイト増幅特性 

  常陸那珂－Ｕ観測点における、地震観測記録に基づく地震基盤から地表までの

経験的サイト増幅特性は、【図９】のとおりである。これをみると、周期３Ｈｚ

（０．３秒）～１Ｈｚ（１秒）の帯域において、５倍～１０倍もの大きな増幅倍

率があることが明確に示されている。 

※ なお、一審被告は「原発の重要な機器配管の固有周期は２Ｈｚ付近であり、同地
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点での２Ｈｚ付近のサイト増幅特性は３倍～６倍である」旨を主張するが（１７

頁）、重要機器配管の固有周期が２Ｈｚに限定されるものではない以上、かかる反

論は失当である。 

  常陸那珂－Ｕ観測点の増幅特性は複数の地震データによって客観的に検証され

ており、観測条件も全て公開されているため、その正確性は広く検証可能である。 

⑷ 一審被告が設定した地盤モデルとの著しい乖離 

  これに対し、一審被告が東海第二原発敷地の地盤モデルとして策定した２つの

モデル（ＳＧＦモデル・留萌モデル）では、地震基盤から地表へのサイト増幅特

性はわずか１～３倍程度（一審被告の主張によれば１．５倍～３倍）に過ぎない

とされている（【図１０】）。 

  このように、一審被告が主張する敷地のサイト増幅特性は、（「震源特性」及び

「伝播経路特性」は同一とみなせる）常陸那珂－Ｕ観測点の実際のサイト増幅特

性と著しく乖離している。仮に一審被告の地盤モデルが正しいとすれば、同一

地震に対する両地点の地震観測記録の間にも著しい乖離が生じていなければ、

論理的整合性を欠くこととなる。 

⑸ ＩＢＲ００３を介した地震観測記録の比較検証 

  東海第二原発敷地で得られた地震観測記録のうち、一審被告が公表しているの

は東北地方太平洋沖地震の本震及び最大余震の２つのみである。あいにく同地震

において常陸那珂－Ｕ観測点は欠測であったため（【図１１】）、直接の波形比較

は不可能である。 

  他方、東海第二原発敷地から北に約１４ｋｍ離れた観測点「ＩＢＲ００３」で

は同地震の記録が得られており、かつＩＢＲ００３と常陸那珂－Ｕの両地点で同

時に得られた他の地震記録も多数公表されている。そこで、このＩＢＲ００３を

介在させることで、東海第二原発敷地と常陸那珂－Ｕの相対的な比較が可能とな

る。 

 ア 東海第二原発敷地とＩＢＲ００３における東北地方太平洋沖地震本震とその
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最大余震の記録は、【図１２】のグラフのとおりである。 

  （ア）横軸は地震動の周波数、縦軸は地震動の大きさをガルで示してある。 

  （イ）東海第二原発敷地の記録は赤線で、ＩＢＲ００３の記録は黒線である。 

  （ウ）実線が東北地方太平洋沖地震本震で、破線がその最大余震の記録である。 

  （エ）横軸の周波数３Ｈｚ（＝０．３秒）付近を境にして、それより左側の長

周期側は東海第二原発敷地の方（赤線）が揺れが大きく、右側の短周期

側はＩＢＲ００３の方（黒線）が揺れが大きいことが分かる。 

  （オ）ここで、同地震について常陸那珂Ｕ観測点の記録があれば、簡単に比較

できたのであるが、欠測であったことは前述したとおりである。 

 イ そこで、ＩＢＲ００３に対する東海第二原発敷地の揺れの大きさを、比率

（倍率）で表したのが【図１３】である。 

 （ア）これをみると、東海第二原発敷地とＩＢＲ００３の地震観測記録の比は、

周期０．３秒～１秒の帯域において、本震では１倍～３倍程度、最大余震で

は３～１０倍程度となっていることが分かる。 

 （イ）なお、最大余震（３～１０倍程度）よりも本震（１倍～３倍程度）の比が

小さくなっている理由は、極めて大きな地震動によって地盤の非線形性が働

き、減衰が大きくなった（揺れが抑えられた）可能性が高いことに起因する。 

 ウ 【図１３】に、さらに別の地震における「常陸那珂－Ｕ観測点とＩＢＲ００

３の地震観測記録の比」を加筆したものが、【図１４】である。これによって、

ＩＢＲ００３を介して、東海第二原発敷地と常陸那珂－Ｕ観測点の地震観測記

録を比較することが可能となる。そして、同図を見て明らかなとおり、両地点

の地震観測記録は、最大余震の方と比較すると近似していることは明らかであ

る。 

 エ 東海第二原発敷地と常陸那珂－Ｕ観測点の地震観測記録が近似している以

上、両地点のサイト増幅特性も近似していなければ科学的説明がつかない。 

⑹ 一審被告の反論に対する再反論（ＩＢＲＨ１８地中観測点を介した検証）



 

- 9 - 

【補充主張】 

  一審被告は、一審原告側証人（野津証人）が過去に別の観測点（ＩＢＲ００７）

を選定した経緯を捉え、「ＩＢＲ００３を基準観測点とする検討の信用性は低い」

などと主張する（一審被告準備書面（１２）６頁）。 

  そこで、念のため、同地震の記録が得られている東海第二原発敷地南約１１．

５ｋｍの位置にある「ＩＢＲＨ１８（地中観測点）」を基準とした比較も追加実

施した（甲Ｄ３１９野津意見書（４））【補充主張】。 

 ア 東海第二原発敷地とＩＢＲＨ１８（地中）の記録比較は【図１５】のとおり

である。 

 イ ＩＢＲＨ１８（地中）に対する東海第二原発敷地の比率をみると（【図１

６】）、周期１．５Ｈｚ付近を除く多くの周期帯において５倍～１０倍以上とな

っている。 

 ウ これに別の地震における「常陸那珂－Ｕ観測点とＩＢＲＨ１８（地中）の地

震観測記録の比」を加筆した【図１７】をみても、やはり両者の地震観測記録

は大きくは異ならない。 

 エ 基準観測点を変更しても結果は同じであり、東海第二原発敷地と常陸那珂－

Ｕ観測点の地震観測記録が近似していることは明らかである。東海第二原発敷

地と常陸那珂－Ｕ観測点の地震観測記録が近似している以上、両地点のサイト

増幅特性も近似していていなければならないはずなのである。 

⑺ 小括（本件具体的疑いの所在） 

  以上の検証を踏まえて、総括する（【図１８】（【図１０】再掲））。 

  常陸那珂－Ｕ観測点における経験的サイト増幅特性（５倍～１０倍）と、一審

被告が主張する地盤モデルの増幅特性（１．５倍～３倍）には埋めがたい乖離が

存在する。しかしながら、ＩＢＲ００３及びＩＢＲＨ１８（地中）を介した比較

検証によれば、東海第二原発敷地と常陸那珂－Ｕ観測点の地震観測記録は近似し

ていることが実証された。 
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  「震源特性」及び「伝播経路特性」が同一とみなせる両地点において地震観測

記録が近似している以上、サイト増幅特性だけが著しく異なるということはあり

得ない。常陸那珂－Ｕ観測点の増幅特性（５～１０倍）が複数の地震データで裏

付けられている強固な事実である以上、一審被告による地盤モデルには看過し

難い重大な誤りが存在するという具体的な疑いが生じている【本件具体的疑い】。 

※ なお、東海第二原発敷地と常陸那珂－Ｕ観測点の地層はいずれも完新世の堆積岩

であり大きく異ならない事実（【図１９】）も、両地点のサイト増幅特性が近似す

るはずであるという結論を裏付けている。 

⑻ デジタルデータ開示の必要性 

  上記【本件具体的疑い】を解消し、一審被告の設定した地盤モデルの当否を明

らかにするためには、東海第二原発敷地における中小地震の観測記録を周波数ご

とに分析することが最も直接的かつ確実な方法である。一審被告は、速やかに地

震動観測記録のデジタルデータを提出し、検証に委ねるべきである。 

６ 一審被告が事実に反する主張を行っていた事実 

⑴ 一審被告はこれまで、断層モデルによる評価手法（地震動シミュレーション）

においては「経験的グリーン関数法」を採用しており、「地盤モデルは使用して

いない」旨を主張していた。 

⑵ しかしながら、かかる主張は客観的証拠に照らして明らかな虚偽である。原子

力規制委員会の資料（甲Ｄ３１１・４頁、【図２０】）には、「経験的グリーン関

数法では、（中略）はぎとり解析では、解放基盤表面以浅（Ｅ．Ｌ．８ｍ～Ｅ．

Ｌ．－３７０ｍ）の地盤モデル（図１）が用いられております」と明記されてい

る。 

  一審被告は、従前の「地盤モデルは使用していない」とする自らの主張と明確

に矛盾するこの事実に対し、控訴審準備書面（１２）において何らの釈明も行わ

ず、突如としてはぎとり解析への地盤モデルの使用を認めた。その上で「基準地

震動の策定には影響はない」と強弁しているが、都合の悪い事実を隠蔽するかの
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ような不誠実な主張の変遷は、到底容認できるものではない。 

⑶ さらに、「震源を特定せず策定する地震動」においても、実際には留萌地震評

価用の地盤モデルが使用されていることが明らかになっている（【図２１】）。以

上のとおり、一審被告は地盤モデルを使用していないと装いながら、実際にはこ

れを使用していたのであり、その主張の信用性は著しく低いと言わざるを得ない。 

７ 小括（デジタルデータ開示の必要性と一審被告の不当な拒絶姿勢） 

⑴ 従前の経緯と一審被告の拒絶 

  一審原告らは原審以来、一審被告の主張の合理性を検証すべく、東海第二原発

敷地内で収集された地震観測記録のデジタルデータ（元データ）の開示を繰り返

し求めてきた。しかしながら、一審被告は「一審原告らの模索的な求めに応ずる

考えにない」などと強弁し、現在に至るまで頑なにその開示を拒絶し続けている

（【図２２】）。 

⑵ 紙ベースによる提出の無意味性とデジタルデータの不可欠性 

  一審被告は、２０２５年３月３０日に地震観測記録の時刻歴波形を「紙ベース」

で提出した（丙Ｄ２６３、【図２３】）。しかしながら、一審被告による地震観測

記録の利用方法や地下構造評価の妥当性を科学的に検証するためには、地震動観

測データをスペクトル（周波数）ごとに分解し、フーリエ解析（周波数領域での

詳細解析）を行うことが技術的に絶対条件である。紙面に印刷された波形画像か

らフーリエ変換を行うことは到底不可能であり、一審被告による紙ベースでの提

出は、実質的な検証を拒絶しているに等しく、およそ開示としての意味をなさな

い。 

⑶ 一審被告のデータ秘匿姿勢の著しい不合理性 

  そもそも、一審被告が提出した紙ベースの時刻歴波形（丙Ｄ２６３）は、元を

正せば全て一審被告が保有するデジタルデータである。一審被告は、そのデジタ

ルデータをわざわざ画像化し、チェックおよびレイアウトを施した上で、印刷し

て提出するという極めて迂遠な作業を行っている。元データであるデジタルファ
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イルをそのまま媒体で提出する方が、実務上よほど平易かつ合理的であることは

言を俟たない。 

  それにもかかわらず、一審被告があえて多大な労力をかけてデータを「解析不

可能な紙の形式」に加工し、元のデジタルデータの引き渡しを拒み続けるのは、

ひとえに「デジタルデータをそのまま公表すれば、自らの安全評価における不都

合な真実が露見してしまうこと」を恐れているからであると断定せざるを得ない。 

  裁判所におかれては、一審被告に対し、実質的な審理と科学的検証を可能とす

る唯一の手段である「地震観測記録のデジタルデータ」の速やかな開示を命じら

れるよう強く求める。 

 

第２ 一審被告準備書面（１２）に対する個別的反論 

１ ＩＢＲ００３を基準観測点とすることが合理的根拠を欠くとの主張に対して 

⑴ 一審被告は、その準備書面（１２）（５頁～７頁）において、一審原告らがＩ

ＢＲ００３を基準観測点として選定したことにつき、「技術的根拠を欠いている

（信用性が低い）」旨を主張する。 

⑵ しかしながら、第１の５（６）で詳述したとおり、新たに「ＩＢＲＨ１８（地

中観測点）」を基準観測点として代替的な比較検証を行った場合であっても、東

海第二原発敷地と常陸那珂－Ｕ観測点の地震観測記録が近似しているという結果

は全く同様であった。したがって、特定の観測点（ＩＢＲ００３）の選定のみを

捉えて検証結果全体の信用性を否定しようとする一審被告の批判は、前提を欠く

ものである。 

⑶ なお、野津証人がその意見書（１）でＩＢＲ００３を採用したのは、ＩＢＲ０

０７やＩＢＲＨ１８（地表観測点）が大地震時における表層地盤の非線形挙動の

影響を強く受ける可能性が高く、基準観測点として採用することは相対的に不適

切であるという技術的理由に基づくものである。この点については、野津意見書

（３）（甲Ｄ２０８）及び同（４）（甲Ｄ３１９）に詳述されているとおりである。 



 

- 13 - 

⑷ したがって、基準観測点の選定に関する一審被告の主張は、採用されるべきで

はない。 

２ 地震動のフーリエスペクトル比の重複（重なり合い）について 

⑴ 一審被告は、その準備書面（１２）（７頁～８頁）において、ＩＢＲ００３に

対する常陸那珂－Ｕ観測点の経験的サイト増幅特性の比と、同観測点に対する東

海第二原発敷地の地震観測記録の比との差異を捉え、特に周期０．２５秒以下

（周波数４Ｈｚ以上）の帯域において両者が「ほぼ重なり合うということはない」

旨を主張し、双方のサイト増幅特性の近似性を否定しようとする。 

⑵ しかしながら、当該帯域において両者の比率に差異が生じているのは、強大な

地震動（東北地方太平洋沖地震の本震及び最大余震）に起因する「地盤の非線形

挙動（剛性の低下や減衰の増加）」の影響によるものである可能性が高い。 

  すなわち、本震や最大余震の記録には表層地盤の歪みによる影響が不可避的に

混入するため、中小地震記録の解析から求まった常陸那珂－Ｕ観測点の経験的サ

イト増幅特性の比（青線）と完全に一致しないのは、地震工学上の物理現象とし

てむしろ当然の帰結である。 

⑶ 一審被告が主張するこの不一致に関する疑問は、一審被告が東海第二原発敷地

内で自ら収集・保管している、地盤の非線形挙動の影響を受けない「中小地震」

の地震動観測記録（デジタルデータ）を開示すれば、直ちに周波数解析によって

客観的な実証及び解決が可能となる事柄である。 

⑷ したがって、一審被告が自ら客観的検証を可能とする中小地震の元データを秘

匿し続けたまま、大地震時のデータに見られる不可避的な差異のみを取り上げて

当方の知見を批判する姿勢は、科学的合理性を著しく欠く上に不誠実なものであ

り、到底採用できない。 

３ 常陸那珂－Ｕ観測点と東海第二原発敷地の地下構造が同様であるとする「技

術的根拠」についての主張に対して 

⑴ 一審被告は、その準備書面（１２）（８頁～９頁）において、常陸那珂－Ｕ観
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測点の地下構造と東海第二原発敷地の地下構造とが同様であるとする「技術的根

拠が何ら明らかにされていない」旨を主張する。 

⑵ しかしながら、一審原告らが両地点の地下構造（サイト増幅特性）が近似して

いると主張する最大の「技術的根拠」は、他ならぬ「両地点における実際の地震

動観測記録が近似している」という客観的事実そのものである。 

⑶ 前述（第１の５）のとおり、常陸那珂－Ｕ観測点における地震基盤から地表ま

での経験的サイト増幅特性は、周期３Ｈｚ～１Ｈｚの帯域において５倍～１０倍

である。これに対し、一審被告が策定した東海第二原発敷地の地盤モデル（ＳＧ

Ｆモデル・留萌モデル）のサイト増幅特性は１．５倍～３倍程度にとどまってお

り、両者には埋めがたい乖離が存在している。 

  ところが、基準観測点であるＩＢＲ００３やＩＢＲＨ１８（地中）の地震観測

記録を介して両地点を相対的に比較検証した結果、東海第二原発敷地と常陸那珂

－Ｕ観測点の地震観測記録に大きな差異は認められなかった。 

⑷ 観測された地震動の記録が近似している以上、その地震動の増幅をもたらす地

下構造（サイト増幅特性）もまた近似していなければ、物理的・科学的な整合性

を欠くこととなる。実際の地震観測データという最も客観的な根拠が存在してい

るにもかかわらず、「技術的根拠がない」とする一審被告の主張は、不都合な実

測データから目を背けるものであり採用されるべきではない。 

４ 「地震動審査ガイド」及び「強震動予測レシピ」の解釈に関する一審被告の

主張に対して 

⑴ 一審被告の主張の要旨 

  一審被告は、その準備書面（１２）（１０頁～１６頁）において、「地震動審査

ガイド」及び「強震動予測レシピ（以下、単に『レシピ』という）」のいずれも、

地表の観測記録に着目した経験的サイト増幅特性により地盤増幅特性を評価する

手法を挙げていない旨を主張する。 

  また、レシピが地表の観測記録に基づく検証に言及しているのは、全国の広域
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的な領域において詳細な地下構造データが得られていない状況下で、広域的なデ

ータの充実を図るための便法に過ぎないと強弁する。その上で、本件発電所の地

下構造評価においては、敷地固有の各種調査（特に敷地内で得られた地震観測記

録そのものの同定解析等）に基づき豊富なデータを得て地下構造モデルを構築し

ているのであるから、他地点の地震観測記録を介した経験的サイト増幅特性を用

いる必要性は認められない、などと主張する。 

⑵ 地震観測記録との整合性確認はモデル策定の基本な検証プロセス 

  しかしながら、構築された地下構造モデルが、実際の地震観測記録と整合して

いるか否かを確認することは、当該モデルの適切性を担保するための「最も基本

的な検証プロセス」である。レシピにおいて、地盤モデルを経験的サイト増幅特

性によって検証・調整することが明記されているのは、まさにこのことを示すも

のに他ならない。地震動審査ガイドに該当手法が明示的に列挙されていないから

といって、かかる基本的な検証プロセスを怠ってよい理由には到底なり得ない。 

⑶ 各種調査の実施を理由とする検証不実施の不当性（レシピ逸脱の自白） 

  一審被告の主張は、要するに「敷地固有の各種調査を行っているのだから、レ

シピが要求する地表観測記録を用いた検証（整合性確認）は省略して構わない」

という暴論に等しい。これは、自らの採用した手法がレシピの要求する検証プロ

セスに反したものであることを、自ら認めるもの（自認）に他ならない。 

  くり返しになるが、レシピは、地下構造に関する詳細な各種調査を行った「上

で」、さらにその結果として構築された地下構造モデルを経験的サイト増幅特性

によって検証・調整することを求めているのである。先行調査の存在を理由に最

終的な整合性検証を拒絶する一審被告の論理は、レシピの趣旨を著しく歪めるも

のであり失当である。 

⑷ 一審被告による同定解析そのものに対する具体的疑い 

  さらに決定的なのは、一審被告が「本件発電所で得られた地震観測記録そのも

のに同定する解析を行うなどして地下構造モデルを構築した」と主張する、まさ
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にその同定解析の妥当性そのものに対して、前述のとおり看過し難い重大な誤り

の疑い（【本件具体的疑い】）が生じているという点である。 

  一審被告の同定解析が正しいか、あるいは一審原告らの指摘（常陸那珂－Ｕ観

測点との近似性）が正しいかは、一審被告が解析の前提とした「地震動観測デー

タ（デジタルデータ）」を検証すれば一目瞭然である。 

  それにもかかわらず、自らの同定解析の正当性を主張する一方で、その解析の

基礎となった元データを秘匿し続ける一審被告の姿勢は、訴訟当事者として極め

て不誠実であり、断じて許容されるべきではない。 

５ 重複反射に関する一審被告の主張に対して 

⑴ 本件地盤モデルの誤りがはぎとり解析に及ぼす影響について 

 ア 一審被告の主張 

   一審被告は、「一審原告らは、本件地盤モデルを用いた一審被告のはぎとり

解析が不適切である（⑨）とするが、地震基盤から地表までの地盤増幅率が本

件地盤モデルのそれよりも高い場合に、その差異によって、解放基盤表面の地

中観測記録のはぎとり解析にどのような影響を及ぼし、その信頼性が失われる

とするのかにつき、何ら明らかにしていない」とする。 

 イ 前提の誤りと立証の必要性（経験則の適用） 

   しかしながら、一審被告の上記主張は、民事訴訟における事実認定の基本的

な考え方に反するものである。 

 （ア）「推論の前提条件に誤りがあるならば、その推論に基づく結論も誤ってい

る蓋然性が高い」というのは、裁判所が事実認定において日常的に用いる一

般的な経験則である。 

 （イ）本件基準地震動は、本件地盤モデルを用いたはぎとり解析によって得られ

た波形を合成して策定されたものである。したがって、上記経験則に従えば、

前提条件である「本件地盤モデル」に誤りがある以上、それに基づき導き出

された「本件基準地震動」も誤っていると推認されるのが当然である。 
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 （ウ）一審被告は、本件文献（丙Ｄ２８７）をその拠り所とするが、後述のとお

りその解釈は明らかな誤り（誤読）である。したがって、一審被告は本件文

献を誤読した主張以外に、上記経験則を覆すに足りる合理的な科学的・技術

的根拠を何ら提示していない。「本件地盤モデルに誤りがあっても、本件基

準地震動自体に誤りはない」とあえて強弁するのであれば、上記経験則の適

用を妨げる例外的な事情（推認を妨げる特段の事情）の存在は、一審原告で

はなく一審被告の側が自ら客観的データをもって立証しなければならない。 

 （エ）これは民事訴訟における事実認定の基本的考え方であり、当事者間に著し

い証拠の偏在がある本件においては、より一層厳格に求められるべきである。 

 ウ 一審被告の主張の変遷と信用性の欠如（論拠） 

 （ア）さらに、一審被告の主張の変遷それ自体が、「基準地震動の策定に影響は

ない」とする主張の信用性を損なわせている。 

 （イ）一審被告は、従前は「地盤モデルは使用していない」と、客観的な事実そ

のものを否定していた。それが一審原告らから矛盾を突かれ、言い逃れがで

きなくなるや否や、控訴審準備書面（１２）において何ら合理的な釈明をす

ることなく、突如としてはぎとり解析への地盤モデルの使用を自認した。そ

の上で、今度は「使用はしたが、基準地震動の策定には影響はない」と言い

分を変えたのである。 

 （ウ）もし、本当に「地盤モデルの差異が基準地震動の策定に影響を与えない」

という科学的・客観的な事実があるならば、一審被告は当初から「地盤モデ

ルを使用しているが、影響はない」と主張できたはずである。それにもかか

わらず、まずは事実そのものを隠蔽・否定し、それが崩れると今度は「結果

に影響はない」と強弁する姿勢は、その結論が科学的な検証に基づくもので

はなく、自らの解析の不備（前提の誤り）を覆い隠すための「その場しのぎ

の後付けの弁解」にすぎないことを推認させる。したがって、このような不

自然かつ不誠実な主張の変遷を経た一審被告の言い分は、およそ信用に値し
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ない。 

⑵ 推認を妨げる特段の事情の不存在（一審被告による『地震の揺れを科学する』

の誤読・曲解） 

 ア 一審被告の主張とその誤り 

   一審被告は、「地震の波は、地表と地下の『基盤』との間で反射を繰り返し

て閉じ込められる。そのため、より深い場所（標高マイナス３７０ｍ）には反

射波の影響はほとんど及ばない」と主張している（１９〜２０頁）。 

   しかし、この主張は、一審被告自身が証拠として引用した教科書的専門書 1

（『地震の揺れを科学する』丙Ｄ２８７・甲Ｄ４。以下「本件文献」という。）

の内容を曲解したものである。本件文献を正しく読めば、一審被告の主張は成

り立たない。 

 イ 本件文献が明確に区別している「２種類の基盤」 

   一審被告の誤りは、地下にある「２つの異なる基盤」を混同している点にあ

る。本件文献では、これらを明確に区別している。 

 （ア）工学的「基盤」（建物を支える「浅い」地層） 

    ビルなどを建設する際に、支持層となる比較的浅い地層である（Ｓ波速度

０．４ｋｍ／秒程度）。一審被告が主張するように、東海第二原発敷地にお

いては「標高マイナス７ｍ付近」がこれに相当する。 

 （イ）地震「基盤」（地震波を大きく反射する「はるか深い」岩盤） 

    広域かつ深部での地震波の増幅効果を評価する際に設定される、地下深

くに存在する極めて固い岩盤である（Ｓ波速度３ｋｍ／秒程度）。 

 ウ 実際の反射波は「深い基盤」まで到達している 

   一審被告は、本件文献の「地震波のエネルギーの多くは表層地盤に留まる」

 
1 なお、同書の帯には、島崎邦彦氏（元・原子力規制委員会委員長代行）が推薦文を寄せ

ており、「読みやすい導入部から、震源の仕組み、地震波の伝わり方、そして地盤、と教

科書的な流れを踏まえつつも、数式なしで強震動を解き明かすという離れ業をやってのけ

た本。」と記載されている。 
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という説明を切り取り、「浅い『工学的基盤（標高マイナス７ｍ）』の下には波

は行かない」と主張している。 

   しかし、本件文献の図（【図２４】、本件文献における図３－２）を見れば明

らかなとおり、地表から下に向かった反射波は、浅い「工学的基盤」で完全に

ブロックされるわけではない。実際には浅い基盤を通り抜けて進行し、はるか

深い「地震基盤」に到達して、そこではじめて大きく反射する構造となってい

る。 

   一審被告が根拠とする「波が閉じ込められる」という本件文献の説明（８０

〜８３頁）は、「仮に、基盤の上に表層が一つある場合」を想定した、現象を

分かりやすく説明するための「単純化された理論モデル」の話をしているにす

ぎない。実際の複雑な地盤構造において、「浅い工学的基盤から下には反射波

がいかない」などと述べている箇所は一切ない。 

 エ 結論 

   要するに、一審被告は、本件文献が説明のために用いた「単純な理論モデル」

を曲解し、「浅い基盤（工学的基盤）」と「深い基盤（地震基盤）」を意図的に

混同している。その結果として、「深い位置（標高マイナス３７２ｍ）の観測

記録には反射波の影響がない（Ｆ波の短周期成分は０に近似する）」と結論づ

けているが、これは本件文献を誤読（曲解）したものであり、採用されるべき

ではない。 

６ その他の主張について 

一審被告の準備書面（１２）における「第２ 原子力規制委員会の判断の違法を

いう一審原告らの主張に対する反論」（２２頁～３５頁）については、既に一審原

告ら準備書面（３１）において詳細に論断したとおりである。一審被告の主張は従

前の独自の解釈を反復するものに過ぎず、当方から屋上屋を架すように加えるべき

点はなく、再反論の要を認めない。 

なお、念のため付言するが、伊方最高裁判決が主張・立証責任を負わない当事者
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に主張立証義務を課したものであることは、学者や実務家による多くの論文・文献

で指摘されているところである（例えば、高橋宏志ほか編「民事訴訟判例百選［第

４版］」（有斐閣、２０１０年）１３２頁・１３３頁［垣内秀介執筆］）。元最高裁調

査官である田中豊弁護士もその著書で、伊方最高裁判決は「情報（証拠）偏在訴訟

において、圧倒的に多くの情報（証拠）を保有する側の当事者が、自らの保有する

情報（証拠）に基づいて主張・立証義務（…）を果たさないときは、事実審裁判

所としては、客観的主張・立証責任を負う側の当事者の主張した具体的事実を認

定するのが相当である」ということを示したものであると解説しているところで

ある（田中豊著「事実認定の考え方（第２版）」２６頁～２７頁）。したがって、こ

の点に関する原判決の判示は、原判決の独自の見解ではなく、正当なものである。 

 

以 上 

 

 



日本原電は、東海第二原発の敷地内に地震計を設置し、地震動を観測している。

【図１】



日本原電は、基準地震動の策定にお
いて、断層モデルによる方法（地震動
シミュレーション）について「経験的
グリーン関数法」を用いている。

これは、強震動予測地点で、想定し
た大地震と同一の震源域で起こった小
地震による強震記録（観測波形）が得
られている場合、想定地震の断層破壊
過程を考慮して、小地震の観測波形を
グリーン関数とみなして、多数重ね合
わせて想定地震の時刻歴波形を求める
方法である。甲Ｄ５３号証

地震観測記録は、どのように使われているのか？ 【図２】



甲Ｄ4号証『地震の揺れを科学する』１５１頁

強震動予測地点で、想定した大地震と同一の
震源域で起こった小地震による強震記録（観
測波形）が得られている場合、想定地震の断
層破壊過程を考慮して、小地震の観測波形を
グリーン関数とみなして、多数重ね合わせて
想定地震の時刻歴波形を求める方法である。

断層モデルによる方法（地震動シミュレーション）
「経験的グリーン関数法」強震動予測地点

【２つの前提条件】
１ 大地震の断層面における断層運動が経験
的な法則にしたがって小地震の断層運動を多
数重ね合わせることにより表現できること。
２ 断層面上のある一点から放出された地震
波の伝播性状（地球の応答性状）は、大地震
でも小地震でも観測点位置が変わらなければ
同じだということ。すなわち、地震波が伝播
する地下構造の影響は、大地震でも小地震で
も変わらないということ。

【図３】



日本原電は、基準地震動の策定において、断
層モデルによる方法（地震動シミュレーショ
ン）について「経験的グリーン関数法」を用い
ている。

たとえば、海洋プレート間地震では、以下の
２つの小地震による強震記録（観測波形）が用
いられている。
2011年3月10日 地震 M6.8、深さ9.3km、
地震モーメント5.51E+18 N・m）

2009年2月1日 地震 M5.8、深さ47.0km、
地震モーメント 4.65E+17 N・m）

甲Ｄ５３号証

地震観測記録は、どのように使われているのか？

→地震観測記録は、基準地震動の策定に、直接用いられている。
しかし、日本原電は地震観測記録のデジタルデータを規制委員会に提出しておらず、
規制委員会はこれを検証していない。
デジタルデータが開示されなければ、一審原告も、これを検証できない。

【図４】



【図５】甲Ｄ５３号証 地震観測記録は、どのように使われているのか？

→地震観測記録は、地下構造による検討（地盤モデルの設定）にも用いられている。
しかし、日本原電は地震観測記録のデジタルデータを規制委員会に提出しておらず、
規制委員会はこれを検証していない。
デジタルデータが開示されなければ、一審原告も、これを検証できない。



地震動観測記録のデジタルデー
タ（元データ）は、地震発生と
同時に記録され、速やかに公開
されている。
（左は、防災科学研究所ＨＰ）

日本原電も、このような形式で
デジタルデータ（元データ）を
記録し保管しており、これを開
示することには、各段の手間も
時間も費用もかからない。

防災科学研究所HP

【図６】



日本原電資料

一般に地震動は、
・地震基盤から地表に至る堆積層の影響（地震増幅特性、サイト増幅特性）
・震源から地震基盤に至る伝播経路の影響 （伝播経路特性）
・震源断層の破壊過程の影響（震源特性）
の三者によって決まるとされている。

東海第２甲D194野津意見書 25頁～26頁

【図７】
甲Ｄ４号証
日本原電による地下構造による検討（地盤モデルの設定）についての具体的疑い



常陸那珂-U

東海第二発電所

6km

東海第二発電所

常陸那珂-U

6.8km

東海第二地震観測点（A地点）
 36.4643N, 140.606E

常陸那珂-U 地震観測点 
36.409N, 140.607E

【図８】日本原電による地下構造による検討（地盤モデルの設定）についての具体的疑い

港湾地域強震観測の常陸那珂U観測点は、東海第二発電所から、南に6kmしか離れていない。
地震基盤までの、伝播経路特性は同じとみなせる。



東海第２甲D194野津意見書 図17

常陸那珂-U 地点での経験的サイト増幅特性

近隣の常陸那珂-U 地点での
地震観測記録に基づく、周期
3Hz（0.3秒）～1Hz（1秒）
の地震基盤～地表のサイト増
幅特性は、５倍～１０倍ある。

野津証人は、強震記録を利用する方法（スペクトルイ
ンバージョン）で、サイト増幅特性を評価した。

46)野津厚，長尾毅，山田雅行：スペクトルインバー
ジョンに基づく全国の強震観測地点におけるサイト
増幅特性とこれを利用した強震動評価事例，日本地
震工学会論文集，Vol.7，pp.215-234，2007.

https://www.pari.go.jp/bsh/jbn-kzo/jbn-
bsi/taisin/siteamp/siteamplification 1112cd.html東海第２甲D194野津意見書 25頁～26頁

【図９】日本原電による地下構造による検討（地盤モデルの設定）



日本原電の地盤モデル
（SGFモデル・留萌モデ
ル）では、発電所敷地にお
ける地震基盤～地表のサイ
ト増幅特性は、1～3倍程度
しかないと主張する。
原審日本原電最終準備書面146頁

近隣の常陸那珂-U 地点での
地震観測記録に基づく、周
期0.3秒～１秒の地震基盤～
地表のサイト増幅特性は、
５倍～１０倍

【図１０】

日本原電が設定した地盤モデルに基づくサイト特性（地震基盤～地表のサイト増幅特性は1～3倍）は、近隣の常陸
那珂-U 地点での地震観測記録に基づく、地震基盤～地表のサイト増幅特性（５倍～１０倍）と乖離している

東海第２原発の地盤モデルと、常陸那珂-U 地点でのサイト増幅特性は乖離している



原審日本原電最終準備書面 甲D194 野津意見書 25頁～26
甲D319 野津意見書（４）

【図１１】東海第２原発における観測地震動と、常陸那珂-U 地点での観測地震動は、大きくは異ならない
東北地方太平洋沖地震

（本震、余震） 他の地震

IBR003
IBRH18 〇 〇

東海第二 〇
（公表されている） 非公表

常陸那珂Ｕ ×（欠測） 〇

【検証の方法】
東海第二発電所敷地で得られた地震観測記録について、

日本原電が公表しているのは、東北地方太平洋沖地震本
震とその最大余震の２つのみである。
しかし、同地震について常陸那珂Uでは欠測である。

他方、IBR003及びIBRH18における地震観測記録は公表
されている。
一方で、IBR003及びIBRH18と常陸那珂Uで、同時に

得られた他の地震の記録は多数ある。
そこで、 IBR003及びIBRH18を介して、東海第二発

電所敷地と常陸那珂Uを比較することが可能となる。



原審日本原電最終準備書面

東海第二発電所敷地の記録と、
IBR003の記録の重ね書き。

甲D201野津意見書（２）

【図１２】

東北地方太平
洋沖地震本震と
その最大余震に
ついては、常陸
那珂Uでは欠測
である。

東海第２原発における観測地震動と、常陸那珂-U 地点での観測地震動は、大きくは異ならない



発電所敷地（最大余震）／IBR00

発電所敷地（本震）／IBR0
【１０倍】

【１０分の１倍】

発電所敷地は、
IBR003に対して、
周期0.3秒～１秒の地
震基盤～地表のサイ
ト増幅特性は、本震
では１倍～3倍程度
余震では3～10倍程
度である。

甲D201野津意見書（２）

【図１３】本件具体的疑い IBR003に対する東海第二発電所敷地の揺れの比率

東北地方太平洋沖地震本震と、最大余震を
比較すると、本震の方が、比が小さい。
本震は地震動が大きく、地盤の非線形性の
影響を受け、減衰定数が大きくなり、サイ
ト増幅特性が小さくなっていた可能性が高
い。

東海第２原発における観測地震動と、常陸那珂-U 地点での観測地震動は、大きくは異ならない



前の図に、さらに、別の地震における、常
陸那珂ーU／IBR003を加筆した。

すなわち、 IBR003を介して、発電所敷地
と常陸那珂ーUを比較していることになる
ところ、サイト増幅特性は、大きくは異な
らない。

地盤の非線形性の影響がない地震観測記録
が開示されれば、むしろ、発電所敷地のサ
イト増幅特性の方が、常陸那珂-Uのサイ
ト増幅特性よりも、大きい可能性さえある。

発電所敷地（最大余震）
／IBR003

発電所敷地（東北地方
太平洋沖地震本震）
／IBR003

常陸那珂ーU
／IBR003

ttps://www.pari.go.jp/bsh/jbn-kzo/jbn-
si/taisin/siteamplification_jpn.html

【１０倍】

【１０の１倍】

甲D201野津意見書（２）
【図１４】本件具体的疑い東海第２原発における観測地震動と、常陸那珂-U 地点での観測地震動は、大きくは異ならない



原審日本原電最終準備書面

東海第二発電所敷地の記録と、
IBRH18（地中）の記録の重ね書き。

甲D319野津意見書（４）

【図１５】本件具体的疑い
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東海第２原発における観測地震動と、常陸那珂-U 地点での観測地震動は、大きくは異ならない



発電所敷地（最大余震）／IBRH18
発電所敷地（本震）／ IBRH18

【１０倍】

【１０分の１倍】

発電所敷地は、IBRH18地中に対して、
周期1.5H付近で3倍程度となるものの、
その他の周期では5倍～10倍以上であ
る。

甲D319野津意見書（４）

【図１６】

IBRH18（地中）に対する東海第二発電所敷地の揺れの比率
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【図１７】

発電所敷地（最大余震）
／ IBRH18地中

発電所敷地（東北地方
太平洋沖地震本震）
／IBRH18地中
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常陸那珂-U/IBRH18地中
 サイト増幅特性の比

前の図に、さらに、別の地震
における、常陸那珂ーU／
IBRH18（地中）を加筆した。

すなわち、 IBRH18（地中を
介して、発電所敷地と常陸那
珂ーUを比較していることに
なるところ、サイト増幅特性
は、大きくは異ならない。

地盤の非線形性の影響がない
地震観測記録が開示されれば、
むしろ、発電所敷地のサイト
増幅特性の方が、常陸那珂-
Uのサイト増幅特性よりも、
大きい可能性さえある。

甲D319野津意見書（４）

東海第２原発における観測地震動と、常陸那珂-U 地点での観測地震動は、大きくは異ならない



日本原電の地盤モデル
（SGFモデル・留萌モデ
ル）では、発電所敷地にお
ける地震基盤～地表のサイ
ト増幅特性は、1～3倍程度
しかないと主張する。
原審日本原電最終準備書面146頁

近隣の常陸那珂-U 地点での
地震観測記録に基づく、周
期0.3秒～１秒の地震基盤～
地表のサイト増幅特性は、
５倍～１０倍

【図１８】

日本原電が設定した地盤モデルに基づくサイト特性（地震基盤～地表のサイト増幅特性は1～3倍）は、近隣の常陸
那珂-U 地点での地震観測記録に基づく、地震基盤～地表のサイト増幅特性（５倍～１０倍）と乖離している

東海第２原発の地盤モデルと、常陸那珂-U 地点でのサイト増幅特性は乖離している



東海第二発電所
地震観測点

常陸那珂-U
地震観測点

地震観測点 東海第二原発
と常陸那珂-Uの地質図
（シームレス地質図より）

東海第二発電所

常陸那珂-U

発電所敷地と常陸那
珂ーUの地層は、完新
世の堆積岩であり、
大きく異ならない。

サイト増幅特性も、
大きく異ならないな
いはずである。

【図１９】日本原電による地下構造による検討（地盤モデルの設定）



日本原電の主張
断層モデルによる方法（地震動シミュレーション）においては、「経験的グリーン関数法」を用いており、

地盤モデルは使用していない？ 断層モデルを用いた手法による地震動評価では、
想定する地震 の震源域で発生した同じ地震発生様
式の地震の敷地での観測記録で、震源特性、 伝播
経路特性及び敷地地盤の振動特性を適切に反映し
た記録を要素地震として 適切なものと評価した上
で、経験的グリーン関数法により評価されており、
地震 動評価の際には解放基盤表面以深の地盤モデ
ルは使用されておりません（甲D311・2頁）。
→解放基盤表面以浅の地盤モデルは使用している

原子力規制委員会の見解（甲D311）

東海第二発電所の断層モデルを用いた手法によ
る地震動評価では、震源近傍で発生した適切な要
素地震の観測記録が敷地で得られていることを踏
まえて、経験的グリーン関数法に基づく地震動評
価が行われています。経験的グリーン関数法では、
要素地震波としてE.L.-372mの地震観測記録から
適切な観測地震動（E+F波）を選定し、E.L.-
370mの解放基盤表面におけるはぎとり解析により
得られた解放基盤波（2E波）を用いて波形合成を
行っています。はぎとり解析では、解放基盤表面
以浅（E.L.8m～E.L.-370m）の地盤モデル（図
１）が用いられております（甲D311・４頁） 。

【図２０】



日本原電の主張
断層モデルによる方法（地震動シミュレーション）においては、「経験的グリーン関数法」を用いており、

地盤モデルは使用していない？ 「震源を特定せず策定する地震動」に係る留
萌地震については、 同地震の震源近傍に位置す
るK-NET港町観測点（HKD020）のS波速度
938m/sの 基盤層において地震動（基盤地震
動）が評価されていることから、東海第二発電 
所の地盤特性の影響を考慮して、基盤層（S 波
速度 938m/s）に相当する E.L. 655m に留萌地
震の基盤地震動を入力することにより、E.L.-
370m の解放基盤表 面における地震動が評価さ
れています。
上記のとおり、「震源を特定せず策定す る地

震動」の評価では、E.L.-655mに留萌地震の基
盤地震動を入力する必要があ ることから、別途、
1000mボーリング孔の深度1000m（E.L.-
992m）に設置した地 震計による地震観測記録
を用いて、解放基盤表面以深の地盤モデルにつ
いて追加の地盤同定解析により設定された留萌
地震評価用の地盤モデルが使用されて おります
（図２）。

原子力規制委員会の見解（甲D311：３頁）

【図２１】



【地震動観測記録の開示についての原審の経緯】
２０１９年（令和元年）１０月７日付一審原告ら当事者照会
一審原告らは、一審被告の主張する安全評価の合理性を検証するため、敷地内で収

集した地震観測記録のデジタルデータ（元データ）の開示を求めてきた。

２０２０年（令和２年）２月２１日 日本原電準備書面(16)
「提出の必要性が無い」

２０２１年（令和３年）３月１８日 水戸地裁判決
（一審原告らは、審理スケジュールの都合から、文書提出命令等の司法的判断を
経ることなく結審することに同意した。避難計画の不備によって一審原告が勝
訴したが、地震動については一審原告の主張は認められなかった。）

【地震動観測記録の開示についての控訴審の経緯】
２０２１年（令和３年）８月３１日付 一審原告控訴理由書(2)５８頁～６５頁
（一審原告らは改めて開示を求めた）

２０２１年（令和３年）１２月２１日 日本原電控訴答弁書７頁
「一審原告らの模索的な求めに応ずる考えにない」として拒否し続けている

【図２２】



周波数ごとの地震動の比較を行うためには、地震動観測データをスペクトル（周波数）ごとに分解してフーリエ解
析を行う必要があり、そのためには、デジタル記録の開示が必要不可欠である。
一審被告は、2025年3月30日に紙ベースで地震観測記録の時刻歴波形を提出した（丙Ｄ２６３）。
しかし、開示された紙の記録からはフーリエ変換を行うことは不可能である。

そもそも、一審被告が提出した地震観測記録の時刻歴波形（丙Ｄ２６３）は、元は、すべて一審被告が保有している
デジタルデータなのであり、一審被告はそのデジタルデータを加工し、チェックし、レイアウトし、印刷して提出し
ているのである。そのような面倒なことをせずに、元のデジタルデータをそのまま提出する方が、よほど簡単なこと
である。
地震動観測記録のデジタルデータの公表しないのは、公表すると不利なことやごまかしが明らかになるからである。

【図２３】



【図２４】

『地震の揺れを科学する』71頁（丙Ｄ２８７号証）（甲Ｄ４）
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